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1.はじめに1 
 (Chesbrough､ 2003)によるオープン･イノ
ベーションという概念が注目されている｡しか
し､比較的新しい概念であるため､定量的な調
査は少なく実証の必要性が指摘されている
(Chesbrough ､  Vanhaverbeke ､  & West ､ 
2006)｡オープン･イノベーションには外部の技
術を導入する inbound オープン･イノベーショ
ン(以下 inbound OI)と､自社の技術を外部に提
供する outbound オープン･イノベーション(以
下､outbound OI)の２種類がある(Chesbrough 
& Crowther､ 2006)。筆者は inbound オープ
ン･イノベーションのパフォーマンスに注目し
て､これらの規定要因として外部の知識源､自
社の能力､外部との関係を含めた理論的枠組み
を示し､実証した (濱岡 , 2007; Hamaoka, 
2008)｡その結果､日本企業では外部の資源より
は自社の吸収能力など内部の要因の方が重要
であることを明らかにした｡ 
 筆者は 2007 年以降､毎年､研究開発､製品開
発についての調査を行っている(濱岡 2011a,b)｡
前者においては､inbound OI, outbound OI に
ついての項目も設定している｡それぞれの成果
の規定要因が異なることを明らかにした
(Hamaoka 2009)｡ 
 本稿では(濱岡､ Kim､ & Lee､ 2011)で紹介
した､日韓での国際比較データを用いて両国間
でのイノベーションの状況を比較する｡さらに､
inbound OI､outbound OI の成果の規定要因に
ついて探索的な分析を行い両国間での比較を
行う｡ 
 

2. データ2 
                                                   
1 本研究は韓国Gyungnam国立大学のChangone Kim教
授､同SKK大学Heesang Lee教授との共同研究の一部であ
る｡なお､探索的､中間的な結果であるため､筆者に許可な
く引用されることは遠慮されたい｡ 
2 調査方法および合成前の項目の差については､(濱岡, 
Kim, & Lee､ 2011)を参照のこと｡オープン･イノベーシ
ョンに関しては､｢外部の資源として日韓ともに｢顧客｣を
重視しているが､それに次いで日本企業は『大学』､韓国は
『原材料などの供給業者』『民間の研究機関』を活用して

1)調査項目と調査対象 
 本研究では､(Kim､ Jung､ & Lee､ 2010;濱
岡, 2007; Hamaoka, 2008) を踏まえて､調査
項目を設定した｡なお､例えば吸収能力や NIH
などを客観的に測定することは困難である｡そ
れらについては､｢外部の技術をそのまま取り
入れることが得意である｡｣｢外部の技術を内部
の技術と結びつけることが得意である｡｣とい
った複数項目を設定し､5 段階で評価してもら
い合成することとした3｡ 
 調査対象は日韓の製造業者である｡日本につ
いてはダイヤモンド会社職員録のデータベー
スサービスを用いた4｡韓国では､調査会社が所
有する企業名簿を利用して同様の調査を行っ
た｡ 
 日本では､合計1,115名に調査票を郵送し､合
計 167 名から回答を得た(回収率 15.0%)｡韓国
では､ 1,000 名に送付し､250 サンプルを回収
した(回収率 25.0%)｡韓国の回収率が高いのは､
未回答企業に対して電話で回答を督促したこ
とによると考えられる｡ 
 用いた名簿には､企業の従業員数､売上高も
含まれており回答､無回答企業の比較を行った
が､有意な差はなかった｡ 
 
2)日韓企業のマッチングによる偏りの補正 

                                                                                 
いること｣｢日韓ともに外部知識を獲得する inbound OI
が先行していること｣｢日本企業の方が情報源としては外
部を利用しているもののツールの導入､利用は遅れている
こと｣｢韓国企業の方が外部との連携を利用し､成果を挙げ
ていること｣がわかった｡また､｢日本企業の方がR&Dを積
極的に行っているが新製品の成功割合は低いこと｣もわか
った｡ 
3 各概念と変数の対応表については紙幅の制約から省略
する｡探索的因子分析の結果､想定した概念(因子)が抽出
された｡また､クロンバックα係数はいずれも 0.6 を越え
ており弁別､収束妥当性とも確認できた｡ 
4 筆者は 2007年度以降､研究開発についての調査､製品開
発についての調査ともに､ダイヤモンド社の名簿をサンプ
リングフレームとして用いている(濱岡 2011a,b)｡同社の
データベースでは､従業員数100名以上の企業しか収録さ
れていないため､日本企業全体からのサンプルではないこ
とに注意されたい｡ 



 回答企業の業種の分布をみると､日本は｢化
学工業｣の割合が高く､韓国では｢その他製造
業｣｢その他｣の回答割合が高くなった｡このよ
うに回答している企業の業種の分布が大きく
異なる｡このため､回答の違いが国によるもの
なのか､業種の違いによるのかが不明となる｡
こ れ を 補 正 す る た め ､ 傾 向 ス コ ア 法 
propensity score(Rosenbaum & Rubin ､ 
1983 ;星野､ 2009)を用いた補正を行った｡つ
まり､サンプル数の少ない日本企業 167 社に対
して､傾向スコアの類似する韓国企業 167 社を
250社からマッチングした｡これによって､韓国
企業全体の分布を日本企業の業種分布に近づ
けることができた｡ 
 

3.日韓の平均値の差異 
 このようにして､分布の差異をある程度補正
はできたが､それでも業種や規模の分布が異な
る｡このため単なる平均値の差の検定をするの
ではなく､説明変数として､国ダミー(韓国=0､
日本=1)､業種ダミー､従業員規模ダミーを入れ
た分析を行い､国ダミーが有意となった場合に
は両国での平均値の差があるとした(表 1)｡ 
 
1)R&D 全般について 
 ･研究開発費の配分 
 2009 年の R&D 支出について､社内使用研究
開発費､社外の企業や研究所との共同研究費､
外部委託などの研究開発費に分けて回答して
もらった｡二ヵ国とも傾向は類似しているが､
日本の方が社内使用研究開発費の割合が高い｡
つまり､韓国企業の方がより外部での研究開発
を行っている｡ 
･新製品の導入 
 2007-2009 年に導入した新製品の平均値は
韓国の方が多いが､これは 1 万を越える新製品
を投入した企業があるためで統計的な有意差
はない｡これを､｢世界で初めての新製品｣｢日本
では初めての新製品｣｢自社にとっては初めて
の新製品｣｢既存製品のマイナーチェンジ｣
｢2007 年よりも前に発売した製品｣に分けると､
日本は､｢2007 年よりも前に発売した製品｣の
割合が 78%と高い｡これに対して､韓国企業で
は 2007 年以降に導入した新製品の占める割合
が高いことがわかる｡ 
 
2)オープン･イノベーションの規定要因 
･オープン･イノベーションについての制度 

 これ以降は前述のように複数項目を合成し
た変数間の比較を行う｡例えば､オープン･イノ
ベーションのための制度は､｢他の企業からの
技術的な提案を受け入れる制度が確立してい
る｡｣｢外部に自社の技術を積極的に提供する制
度が確立している｡｣などの項目で測定した｡5
段階評価 3 項目を合成したので最大で 15 点と
なるが､両国とも平均は8程度であり､制度化は
ともに進んでいないことがわかる｡ 
･外部知識への評価 
 (Chesbrough､ 2003)は「オープン･イノベー
ション」が重要となった理由として､研究者の
移動や技術変化が激しくなる一方で､大学､ベ
ンチャー企業､ベンチャーキャピタルなど､利
用可能な外部資源が豊富になってきたことを
指摘している｡ 
 これら外部の知識源についての評価は日韓
で大きく異なっていることがわかる｡日本企業
は､韓国企業よりも｢大学｣を高く評価し､｢子会
社｣｢ベンチャー企業｣への評価が低いことがわ
かる｡系列は日本企業の特徴の一つであるが､
｢子会社｣が低いのは､回答企業には上場企業が
少ないことなど､比較的小規模な企業が多いた
めではないかと考えられる｡ユーザーについて
の評価は両国で有意差はない｡ 
･製品･業界特性､製品開発特性など 
 ｢(ユーザーによる)カスタマイズ容易性｣につ
いて有意差はないが､ユーザー･イノベーショ
ンの発生については､日本の方が高くなってい
る｡日本の製品開発の特徴として指摘されてき
た項目のうち､｢クロスファンクショナル･チー
ム｣は日本が高いものの､｢重量級リーダー｣は
韓国の方が高い｡ 
･自社の能力･強み､研究開発の方法など 
 技術資産については有意差がないが､｢マー
ケティング能力｣については､韓国の方が高い｡
また､｢特許の外部提供志向｣も韓国の方が高く
なっている｡ 
 研究開発の方法については､基礎研究､応用
研究､製品開発､生産プロセス研究について､表
1 にある方法を行っているか否かを回答しても
らったものを合計した｡韓国は｢自社の研究所｣
で行うことが多いが､その他の項目については
日本の方が行っている｡ 
 (Katz & Allen､ 1982)は､ R&D 技術者が社
外の重要な貢献を無視しがちであるというこ
とを Not Invented Here（NIH）症候群と呼ん
でいる。これは外部の技術を取り込む際の障害



となるが､韓国の方が高くなっている｡一方､外
部からの技術を解釈し利用する吸収能力
absorptive capacity(Cohen & Levinthal ､ 
1990)のうち｢外部の技術をそのまま取り入れ
ることが得意である。｣も韓国の方が高くなっ
ている｡｢信頼｣に基づく企業間関係が日本の特
徴の一つとして指摘されている｡ここでも日本
の方が高くなっている｡ 
･オープン･イノベーションの成果 
 inbound OI､outbound OI の成果､さらに
R&D 全体の成果についても韓国企業の方が高
く評価している｡なお､inbound OI と比べて
outbound OI の方が平均値は低い｡ここでも外
部からの知識を獲得するという方向が重視さ
れていることがわかる｡ 
 
4.オープン･イノベーション成果の規定要

因(表 2) 
 inbound OI の成果､outbound OI の成果を
従属変数として､表2にある変数で説明した｡な
お､変数の数が多いために､全変数を用いた後
にステップワイズ回帰分析によって変数を絞
り込むという探索的な分析を行った｡ステップ
ワイズ回帰については 15%水準までを説明変
数として残した｡ 
1)inbound OI の成果 
 日韓とも｢オープン･イノベーションのための
制度｣｢吸収能力｣が正で有意となった｡外部の
知識を取り入れるためには､｢制度｣とあわせて
｢吸収能力｣が重要であることがわかる｡ 
 研究開発の方法については､｢外部と共同｣が
正､｢自社の研究所で｣｢自社の事業部で(の研究
開発)｣はともに負となっている｡単に委託する
だけでなく共同して研究成果を共有すること
が成果につながるのであろう｡ 
 これら以外は日韓で有意な変数が異なって
いる｡日本では外部知識源としての｢大学｣｢子
会社｣が正で有意となっており､これらとの共
同研究が効果的であることが推察できる｡韓国
については､これらは有意ではないが､｢(顧客に
よる)カスタマイズ容易性｣が負､｢ユーザーによ
る製品テスト｣が正で有意となった｡顧客に利
用してもらいながら開発する傾向があるのだ
ろう｡日本の場合は､｢技術資産｣が正で有意と
なっており､技術的な能力が高い企業ほど
inbound OIの成果を挙げていることがわかる｡ 
 
2)outbound OI の成果 

 日韓ともに｢オープン･イノベーションのた
めの制度｣｢ベンチャー｣｢技術資産｣が正で有意
となった｡制度の整備､技術的な能力が高くな
ければ外部に知識を提供できないので当然の
結果ではある｡外部知識源のうち､外部のベン
チャーに対して知識を与える傾向があること
がわかる｡ 
 ｢開発に必要な情報量｣は負で有意となった｡
これは､イノベーションの源泉についての､｢情
報の粘着性 stickiness of information｣仮説
(von Hippel 1994)に関して設定した｡開発に必
要な情報の量が多いほど､外部には提供しにく
いことがわかる｡ 
 これら以外については日韓で異なっている｡
特に､｢(製品開発特性)開発プロセスのレビュ
ー｣は日本では負､韓国では正となっている｡こ
れを行っているほど､マーケティング志向が高
いと考えられるが､韓国については､｢技術資
産｣とあわせて｢マーケティング能力｣も正で有
意となっている｡これらのことから､これら両
方が高い企業が外部に自社の技術をマーケテ
ィングしている可能性がある｡ 
 なお､日本の場合､技術戦略として｢特許の外
部提供志向｣が正となったが､組織特性として
の｢トップのリーダーシップ｣は負､｢ボトムア
ップ型コンセンサス｣が正で有意となった｡戦
略を示すことは重要だが､現場レベルでの工夫
が重要なのだろう｡ 
 

5.結論 
 本稿では､日本､韓国企業を対象として行っ
た｢オープン･イノベーションについての調査｣
を 用 い て ､ 平 均 値 の 比 較 ､ inbound OI ､ 
outbound OI の規定要因の分析を行った｡ 
 日本企業 167社､韓国企業 250社の回答を得
たが､業種の分布が異なるために､傾向スコア
法によって補正した｡業種､従業員規模をコン
トロールした分析を行うことによって､日韓で
の差異の有無を検定した｡ 
 平均値の比較からは､オープン･イノベーシ
ョンや R&D 全般について､韓国企業の方が肯
定的に回答していることがわかった｡実際に投
入している新製品や開発費の配分からもこれ
らのことが確認できた｡ 
 さらに､Inbound OI､outbound OI 成果の規
定要因について探索的な分析を行った｡この結
果､日韓共に｢オープン･イノベーションのため
の制度｣が正で有意となった｡オープン･イノベ



ーションを効率的に行うには公式な制度の充
実が必要であるといえる｡ 
 ただし､日韓ともに有意な変数の多くが異な
っており､オープン･イノベーションといって
も国によって様相が異なることがわかった｡ 
 さらに､(Chesbrough & Crowther､ 2006)が
指摘するように､オープン･イノベーションに
は外部の技術を導入する inbound OI と､自社
の技術を外部に提供する outbound OI の２種
類がある｡これらを規定する要因は異なること
から､別の側面と考える必要があるだろう｡ 
なお､inbound OI の成果と outbound OI の成
果の相関係数は韓国 0.522､日本 0.367 であっ
た｡韓国の方が二つのOIが統合されている傾向
にあるといえる｡ 
 オープン･イノベーションについての理論的
な展開は未発達であるため､本稿では､すべて
の変数を投入するという探索的な分析を行っ
た｡しかし､例えば自社での研究開発の実施が
技術資源を高め､それがOIの成果を規定すると
いった逐次的な関係もあり得る｡今回の分析で
いくつか､直感と反する結果が得られたのは､
このような関係を無視したためとも考えられ
る5｡ 
 今後､(濱岡､ 2007;Hamaoka､ 2008)で示し
た枠組みを参照しつつ､outbound OI も組み込
んだ理論的な枠組みを構築し､実証する予定で
ある｡ 
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表1 日韓での研究開発の特徴の比較 

 
注) 測定項目数2以上のものは､主観的な判断で回答してもらったもの｡いずれも｢1:まったくそうではない｣~
｢5:非常にそうである｣の 5 段階なので､最小値は項目数､最大値は項目数×5 となる｡ 
･検定について 
 表側の変数を､国ダミー(韓国=0､日本=1)､従業員数､業種を説明変数とした回帰分析の結果である｡ 
 回帰係数は､国ダミーの係数であり､これが 0であるとの帰無仮説を検定した｡ 
  有意水準は以下の通り｡ 
  ***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意｡ 判定の欄は少なくとも 10%水準で有意に差
がある場合に､値の大きい方を示した｡日本(J)､韓国(K)｡ 
 実施している企業のみが回答する項目もあるので､項目によってサンプル数が異なる｡ 



表2 日韓でのオープン･イノベーションの規定要因の比較(回帰分析の結果) 

 
注)***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意.  
 ステップワイズ回帰では 15%水準で有意なものまで含めてある｡サンプル数は日韓ともに 167 であ
る｡ 
 イタリックは日韓で同じ傾向のある変数｡ 
 


